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(9 ) 川端・前掲 94 頁，木村・前掲『総論~ 126頁・『新構造J19頁，福田・前掲 66





























(13) 東京地裁平成21年 l月 13日判決判タ 1307号309頁。
(14) 最高裁平成 13年 10月25日決定刑集55巻6号519頁。








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(73) 平良木・前掲 157 頁，前掲「大コンメンタール第 7 巻~ 412頁。なお，寺崎嘉博
『刑事訴訟法〔第 3 版)~ (2013年)379-380頁。
(74) 前掲大コンメンタール第7巻同頁。
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わが国の犯罪論体系(三元的犯弄構造説・構成要件論)の刑事訴訟法的意義に関する若干の覚書
集は決して容易ではない。しかも，前述の例外の場合(極めて希な事案とはい
え〉には，被告人側は主張責任さえ負担しないという結論に照らし合わせると，
原則的事案においても主張責任で足りると解すべき場合もあるように恩われる，
会'面的に主張責任説を排斥するのは適切でないと考える。
もっとも，被告人側が主張責任で足りる場合があるとしても，結局は，その
主張の信用性の問題となろう。実務的見地からは，正当防衛等の違法性阻却事
由の主張は， r一つの「法律効果を主強するのであるから，その法律効果の成
立を評価できる程度に事実上の立証を尽す必要があろう」との指摘がある(問。
裁判実務の柔軟・弾力的な対応ないし運用に期待したい附
結びに代えて
本稿では，犯罪論体系としての三元説・構成要件論が，主に，訴因概念の構
成，証明対象・証明の必要性の範囲，という刑事訴訟法，とりわけ刑事裁判に
おいて中核をも形成する重要かっ基本的な問題領域に関して，理論上も実務上
も基軸として機能していることが確認された。
と同時に，他方で，構成要件の概念に関する，いわゆる違法有責類型説が，
訴因概念の構成，証明対象・証明の必要性の範閥の分野で，刑事裁判実務の外
観を理論化するうえで効率的で根強L、支持があることを改めて痛感させられた。
しかしながら，違法有責類型説には刑法上の問題点が潜み，現在では決して通
説というわけではないことからも，それを無批判的に刑事訴訟法の解釈に採用
するのは妥当でない点は本稿で述べたとおりである。
これに対して，選法有賀類型説こそがわが闘の構成要件論であり m，それ
(75) 前掲『刑事訴訟の実務(下)J(石丸・川上執筆)33頁。
(76) なお，最近，違法性・責任各阻まp事由に関するものではないが，公判前整理手続
を経た事案において(裁判員裁判)，裁判所の争点提示義務に関し，消極的判断を
示した判例が現れている(最高裁平成26年4月22日判決裁時 1602号2頁，高倉
新喜「裁判所が主張上の対立点を争点として提示する措置をとる義務」法学セミナー
2014年1月号 106頁)。
(77) 違法有責類型説の概要については，伊東研祐「日本の犯罪体系論;いわゆる小野・
団藤体系」前掲法律時報9頁~。
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を採用しないのは構成要件論に値しないという疑念を生じうるかもしれない。
しかし，構成要件輪とは，既述のように，犯罪論体系において三元説を採用し
つつ，あくまでも，構成要件が犯罪の成否を判断する出発点であり，罪刑法定
主義の観点かも構成要件該当性の判断を薫視し，構成要件の解釈を厳格に実施
しようとする理論を意味するものであり(本稿204，206頁)，決して，違法有
責類型説に限るわけではない。
そして，本稿では，適法有賀類型説に依らずとも，訴因概念の構成，証明対
象・証明の必要性の範囲について，刑事裁判実務の実相を踏まえつつ，論理的
な理論構成が可能であり，逆に，違法有責類型説では，近代刑事裁判の鉄則に
照らして，かえって，被告人の地位保障の要請に適合しえない虞も苧むという
面を抽出できたものと考えている。
なお，本稿では，違法性限却事由に関する証明の方式(厳格な証明・自由な
証明)，いわゆる挙証責任転換規定の問題， とりわけ名誉棄損罪における事実
の真実性の証明(刑法230条の 2)に関する問題，また，自白の補強法則の範
囲に関する三元説に依る説明の妥当性等の検討課閣が，紙幅の関係等諸般の事
情からも論述できなかったが，今後の課題とさせていただきたい。
川端先生には先生の助教授時期の学部での刑法各論の授業を受講させていた
だいて以来，ご著作等を拝読し，刑法学の学習の基盤を固めさせていただくな
ど，永らく，片商的教え子状態でした。本法科大学院でご一緒させていただき，
ようやく双方向の関係とさせていただいた次第です。
本稿は，先に刊行された rJI端博先生古稀記念論文集上巻J(2014年10月
刊 成文堂)所収の前掲拙稿に加え，まことに揃いものながら，川端先生の古
稀の御祝いとして捧げさせていただくことになりました。
改めて，川端先生の古稀をお祝いし，これまでの学恩に感謝しつつ，今後も
ますますのご健勝をお祈り申し上げます。
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